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連合総研は、人口減少と高齢化、地方分権が進む中での地域福祉の今後のあり方を検討

するために 2011 年 10 月、「地域福祉サービスのあり方に関する調査研究委員会」（主査：

駒村康平慶応義塾大学教授）を設置した。 

 研究委員会では、地域包括ケア、地域福祉の拠点づくり、子育て支援について先進的な

取り組みをしている行政や事業者、ＮＰＯ等を対象としたヒアリング調査を行うとともに、

有識者から地域福祉をめぐる課題についてご報告をいただいて討議を行った。 

 本報告書では、第 1 部において、高齢化する日本社会、社会保障の分権化、地域福祉の

主流化の論議、地域福祉のシステム構築、住民参加といった視点から地域福祉をめぐる課

題を考察し、整理した。第 2 部においては、ヒアリング調査を基礎としながら、地域福祉

の推進を支える様々な担い手（行政・ＮＰＯ・事業者・労働組合）の役割と担い手間の連

携、住民参加等について問題提起を行った。 
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